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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．営業収入には消費税等は含まれておりません。 

２．第９期中、第10期中及び第11期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益並びに第９期及び第10期の潜在株

式調整後１株当たり当期純利益については希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

営業収入（千円） 6,637,750 9,690,862 11,193,752 14,651,393 20,074,875 

経常利益（千円） 799,033 1,333,457 2,019,665 1,754,420 3,144,698 

中間（当期）純利益（千円） 442,051 752,579 1,122,576 961,119 1,846,965 

純資産額（千円） 6,810,623 7,937,531 9,684,514 7,329,424 9,031,963 

総資産額（千円） 9,914,150 12,230,543 14,463,997 11,086,490 14,119,057 

１株当たり純資産額（円） 37,669.37 43,902.27 53,564.79 40,538.85 49,955.55 

１株当たり中間（当期）純利

益（円） 
2,444.97 4,162.49 6,208.94 5,315.92 10,215.51 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 68.7 64.9 67.0 66.1 64.0 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
285,568 889,132 795,354 811,206 2,938,553 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△570,491 △2,021,929 △609,905 △1,919,265 △3,003,777 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△89,475 △143,374 △467,695 △475,882 △143,666 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
5,574,936 3,089,220 3,874,256 4,365,393 4,156,502 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数)(人) 

1,550 

(759) 

2,078 

(986) 

2,347 

(1,164) 

1,856 

(741) 

2,196 

(1,070) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．営業収入には消費税等は含まれておりません。 

２．第９期中、第10期中及び第11期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益並びに第９期及び第10期の潜在株

式調整後１株当たり当期純利益については希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

営業収入（千円） 6,315,856 9,059,932 10,818,392 13,615,474 19,152,102 

経常利益（千円） 717,811 1,156,297 1,876,822 1,589,643 2,887,192 

中間（当期）純利益（千円） 396,804 620,326 1,071,505 884,829 1,701,981 

資本金（千円） 2,591,160 2,591,160 2,591,160 2,591,160 2,591,160 

発行済株式総数（株） 180,800 180,800 180,800 180,800 180,800 

純資産額（千円） 6,727,285 7,690,996 9,374,076 7,215,310 8,772,651 

総資産額（千円） 9,724,040 11,852,105 13,999,204 10,597,735 13,717,772 

１株当たり純資産額（円） 37,208.43 42,538.69 51,847.77 39,907.69 48,521.30 

１株当たり中間（当期）純利

益（円） 
2,194.71 3,431.00 5,926.46 4,893.96 9,413.61 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額(円) 
－ － － 800.00 2,600.00 

自己資本比率（％） 69.2 64.9 67.0 68.1 64.0 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数)(人) 

1,513 

(749) 

2,035 

(974) 

2,296 

(1,140) 

1,690 

(700) 

2,149 

(1,053) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更しております。変更の内容については、「第５ 経理の状

況 １．中間連結財務諸表等（１）中間連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」に記載の通りであります。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者は除いております。）であり、臨時雇用者数

（パートタイマー）は、当中間連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．管理部門として、記載されている従業員数は、特定の事業部門に区分できない管理部門に所属しているもの

であります。 

３．従業員数が当中間連結会計期間において、151名増加しましたのは、主として業容拡大に伴う定期及び期中

採用によるものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者は除いております。）であり、臨時雇用者数は、当中間会計

期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．従業員数が当中間会計期間において、147名増加しましたのは、主として業容拡大に伴う定期及び期中採用

によるものであります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されていませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年９月30日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

アミーユ事業 2,213 （1,152）  

  居宅介護部門 2,162 （1,129）  

      特定施設入居者生活介護事業 2,069 （1,095）  

    認知症対応型共同生活介護事業 93 （  34）  

  給食部門 37 （  21）  

  介護用品販売部門  9 （    2）         

  ＦＣ部門  2 （    0）  

  その他の部門  3 （    0）  

Ｃアミーユ事業 37 （   11）  

   Ｃアミーユ部門   35 （   10）  

   給食部門 2 （    1）  

管理部門 97 （   1）  

合計 2,347 （1,164）  

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 2,296 （1,140）  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原材料価格や原油価格の高騰、米国経済の減速などの懸念があるも

のの、個人消費、企業とも緩やかな回復基調をたどり、堅調に推移いたしました。 

 一方わが国の人口構成は、世界で例を見ない速さで高齢化が進行し、団塊の世代すべてが65歳以上となる平成27

年を過ぎると、高齢化率は30％へ推移すると見込まれています。この高齢社会の進展は、老後の「住まい」への関

心をますます高め、市場が拡大することが予想されます。 

 このような状況のもと、当社のアミーユ事業（介護付有料老人ホーム）は、平成18年４月に実施した新規開設施

設での入居一時金無料化を、平成19年６月より既存施設（一部ＦＣを除く）において実施したことが寄与し、入居

率は引き続き順調に推移いたしました。  

 当中間連結会計期間の「アミーユ」の展開につきまして、計７施設（直営３施設、ＦＣ４施設）を開設し、その

一方で１施設（直営、定員７名）を老朽化に伴い、閉鎖いたしました。その結果、当中間連結会計期間末の「アミ

ーユ」の施設数は、直営104施設、ＦＣ23施設、合計127施設、総入居定員は6,719名となっております。また「Ｃ

アミーユ」は１件（33戸）、入居定員は33名となっております。 

 この結果、当中間連結会計期間の営業収入は11,193百万円（前年同期比15.5％増）、営業利益は2,069百万円(同

 55.0％増）、経常利益は2,019百万円（同51.5％増）、中間純利益は1,122百万円（同49.2％増）となりました。 

 部門別の業績は、以下のようになっております。なお、前連結会計年度までは介護サービス事業単一としており

ましたが、当中間連結会計期間からセグメントをアミーユ事業、Ｃアミーユ事業の２事業に区分しております。前

年同期比については、前中間連結会計期間の金額をセグメント変更後の区分に組み替えた金額に基づいて、算出し

ております。 

① アミーユ事業 

（居宅介護部門） 

 ・特定施設入居者生活介護事業 

 関西地区１施設、関東地区２施設の計３施設の「アミーユ」を新たに開設したことと、既存施設の稼働率が前

連結会計年度に引き続き良好であったことにより、営業収入は10,219百万円（同19.1％増）となりました。 

 ・認知症対応型共同生活介護事業 

 当中間連結会計期間において新たに開設した施設はなく、既存施設の稼動状態も横ばいであったことにより営

業収入は356百万円（同1.6％増）となりました。 

  

（給食部門） 

  アミーユ施設が７施設新たに開設したこと及び入居率が順調に推移したことにより、営業収入は222百万円(同

6.6％増）となりました。 

（介護用品販売部門） 

  ほぼ横ばいに推移しており、営業収入は142百万円（同14.8％増）となりました。 

（ＦＣ部門） 

  関西地区１施設、関東地区３施設の計４施設の「アミーユ」を新たに開設したことにより、営業収入は151百

万円（同113.6％増）となりました。 

（その他部門） 

  前中間連結会計期間において含まれた販売用不動産の売上が、当中間連結会計期間において含まれないことに

より営業収入は8百万円（同97.2％減）となりました。 



② Ｃアミーユ事業 

（Ｃアミーユ部門） 

   前連結会計年度においてＣアミーユが新規に営業を開始したことにより、営業収入は79百万円（同40.8％増）

となりました。 

（給食部門） 

    Ｃアミーユの入居率が良好であったことにより、営業収入は14百万円（同33.7％増）となりました。 

  

 (2）キャッシュ・フロー 

  当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度に比べ282百万

円減少し、当中間連結会計期間末には3,874百万円となりました。 

  当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果得られた資金は795百万円（前年同期比10.5％減）となりました。これは主に税金等調整前中

間純利益が2,018百万円となったこと及び賞与引当金が100百万円増加したことにより資金を得た一方で、法人税

等の支払額が1,126百万円となったこと及び売上債権が220百万円増加、預り保証金が218百万円減少したことに

よりその一部が相殺されたこと等によるものであります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果使用した資金は609百万円（同69.8％減）となりました。これは主に新規施設の開設及び建設

に伴う有形固定資産の取得による支出が420百万円、差入保証金の払込による支出が170百万円、長期貸付による

支出が98百万円あったことによるものであります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果使用した資金は467百万円（同226.2％増）となりました。これは配当金支払によるものであり

ます。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 該当事項はありません。 

(2）受注状況 

 該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 販売実績を事業の部門別及び地区別に示すと、次のとおりであります。 

部門別実績 

（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。  

   ２．当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては前中間連結

      会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

  

居宅介護部門の地区別実績 

（注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

 部門別 

  

当中間連結会計期間（千円）   

（自 平成19年４月１日 前年同期比（％） 

  至 平成19年９月30日）   

アミーユ事業 11,100,433   115.3   

   居宅介護部門 10,575,758   118.4   

     特定施設入居者生活介護事業 10,219,182   119.1   

     認知症対応型共同生活介護事業 356,576   101.6   

   給食部門 222,331   106.6   

   介護用品販売部門 142,986   114.8   

   ＦＣ部門 151,350   213.6   

   その他部門 8,006   2.8   

Ｃアミーユ事業 93,318   139.7   

  Ｃアミーユ部門 79,311   140.8   

  給食部門 14,007   133.7   

合計 11,193,752   115.5   

部門別 

当中間連結会計期間（千円）   

（自 平成19年４月１日 前年同期比（％） 

  至 平成19年９月30日）   

関西地区 4,606,697   107.8   

関東地区 2,923,530   153.7   

中部地区 2,025,921   116.2   

中四国地区 1,019,608   100.5   

合計 10,575,758   118.4   



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループは入居者の満足度を高めるため、介護・看護技術の研究開発によるサービスレベル向上、高齢者施設

運営に関するマネージメント技術の開発に取り組んでおります。 

 現在の研究開発は当社の教育研修部と株式会社介護システム研究所において推進されており、研究開発スタッフは

グループ全体で６名であります。 

 当中間連結会計期間における研究開発費は10,187千円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設のうち、当中間連結会計期間に完了したものは以下のとおり

であります。 

提出会社 

 （注） 投資額には、固定資産の購入と差入保証金及び建設協力金の払込額を記載しております。 

事業所名 所在地 設備の内容 
投資額 
（千円） 

完了年月 完成後の増加能力 

アミーユレジデンス

西田辺駅前 
大阪市阿倍野区 有料老人ホーム 137,545 平成19年4月 部屋数42室 

アミーユレジデンス

萩山 
東京都東村山市 有料老人ホーム 174,332 平成19年4月 部屋数51室 

アミーユ鴨宮 神奈川県小田原市 有料老人ホーム 14,920 平成19年7月 部屋数50室 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成16年６月29日定時株主総会決議 

 （注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は当該新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式の数

についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換

を行い完全親会社となる場合、又は新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社が必要と認める株式の数の

調整を行うことができる。 

２．本新株予約権発行後、下記の各事由が生じたときは、次の各算式により調整された１株当たりの払込金額

（以下「行使価額」という。）に各新株予約権の目的たる株式の数を乗じた額とする。なお、調整後の行使

価額は、１円未満の端数を切り上げる。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 579,200 

計 579,200 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月20日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 180,800 180,800 ジャスダック証券取引所 － 

計 180,800 180,800 － － 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 89 89 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 356 356 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 352,555（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年６月30日 

至 平成21年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   352,555 

資本組入額  176,278 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３，４，５ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
取締役会の承認を要す

る。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



①当社が株式分割又は株式併合を行う場合 

②当社が時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合及び当

社の普通株式に転換できる証券の転換による場合を除く。）する場合、又は当社が時価を下回る価額で自

己株式を処分する場合（以下の算式において、新規発行には処分も含むものとし、その場合の１株当たり

払込金額は１株当たり処分価額と読み替えるものとする。） 

なお、算式中の既発行株式数には当社が保有する自己株式を含まない。 

３．新株予約権者は、権利行使時においても当社ならびに当社子会社の取締役、監査役もしくは従業員の地位に

あることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合において、当社取

締役会が新株予約権の継続保有を相当と認める場合はこの限りでない。 

４．新株予約権者が死亡した場合は、その相続人が新株予約権を行使できるものとする。 

５．その他の条件については、平成16年６月29日開催の定時株主総会及び平成16年８月30日開催の取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者との間で締結された「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

６．平成17年１月31日開催の取締役会決議により、平成17年５月20日付き１株を４株とする株式分割を行ってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の」株式の発行価額及び資本組入額」が調整されております。 

(3）【ライツプランの内容】 

  該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１  

分割・併合の比率  

       
既発行株数 ＋ 

新規発行株数 × １株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
新株発行前の株価 

既発行株数 ＋ 新規発行株式数 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成19年４月１日～

平成19年９月30日 
― 180,800 ― 2,591,160 ― 2,833,510 



(5）【大株主の状況】 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％） 

橋本 俊明 岡山県岡山市 64,000 35.39 

有限会社東畦商事 岡山県岡山市東畦110番地45 16,000 8.84 

橋本 敬江 岡山県岡山市 8,000 4.42 

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番１１号 7,754 4.28 

ステートストリートバンクアンド

トラストカンパニー （常任代理

人 株式会社みずほコーポレート

銀行兜町証券決済業務室） 

P.O.BOX 351 BOSTON 

MASSACHUSETTS 02101 U.S.A 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

6,995 3.86 

三菱ＵＦＪキャピタル株式会社 

  

東京都中央区京橋２丁目１４番１号 

  

3,026 1.67 

  

ノーザントラストカンパニーエイ

ブイエフシーサブアカウントアメ

リカンクライアント 

（常任代理人 香港上海銀行東京

支店） 

  

50 BANK STREET CANARY WHART LONDON 

E14 5NT UK 

(東京都中央区日本橋３丁目１１番１号) 

  

2,782 1.53 

  

  

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口） 

  

東京都港区浜松町２丁目１１－３ 2,368 1.30 

ユーロクリアーバンクエスエイエ

ヌブイ 

（常任代理人 株式会社三菱東京

UFJ銀行） 

1 BOULEVARD DU ROI ALBERT II 

B-1210 BRUSSELS, BELGIUM 

(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号) 

2,347 1.29 

  

メッセージ従業員持株会 

  

  

岡山県倉敷市平田923番地１ 

  

1,757 0.97 

計 － 115,029 63.62 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が12株含まれております。なお、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個が含まれておりません。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）退任役員 

  該当事項はありません。 

  

(2）役職の異動 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 180,800  180,788 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 180,800 － － 

総株主の議決権 － 180,788 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 219,000 203,000 209,000 199,000 202,000 199,000 

低（円） 187,000 176,000 183,000 170,000 179,000 174,000 

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日 

 取締役 特命事項担当 
コーポラティブアミーユ

事業部長 
佐藤 俊雄  平成19年９月１日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表 

規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸

表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中

間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     3,089,220     3,874,256     4,156,502  

２．営業未収金     2,654,358     3,061,111     2,838,258  

３．たな卸資産     379,609     14,014     11,678  

４．前払費用     338,643     395,163     341,909  

５．その他     158,974     199,314     199,013  

貸倒引当金     △616     △1,342     △1,136  

流動資産合計     6,620,190 54.1   7,542,517 52.1   7,546,227 53.4 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1）建物及び構築物   1,168,844     1,402,178     1,449,018    

(2）車両運搬具   59,806     60,909     53,544    

(3）器具備品   238,733     241,067     252,706    

(4）土地   344,210     825,404     825,404    

(5）建設仮勘定   605,708 2,417,302 19.8 582,835 3,112,394 21.5 226,708 2,807,381 19.9 

２．無形固定資産                    

(1）のれん   287,294     255,953     271,623    

(2）その他   256,314 543,609 4.4 275,123 531,076 3.7 282,351 553,975 3.9 

３．投資その他の資産                    

(1）差入保証金 ※４ 2,304,998     2,697,774     2,656,686    

(2）その他 ※2,3 345,515     581,383     557,091    

貸倒引当金   △1,073 2,649,440 21.7 △1,147 3,278,010 22.7 △2,305 3,211,472 22.8 

固定資産合計     5,610,352 45.9   6,921,480 47.9   6,572,829 46.6 

資産合計     12,230,543 100.0   14,463,997 100.0   14,119,057 100.0 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．営業未払金     227,318     301,183     270,972  

２．未払金     863,507     942,568     951,928  

３．未払費用     81,742     103,310     88,687  

４．未払法人税等     603,237     924,739     1,158,826  

５．前受金     713,881     907,393     895,155  

６．賞与引当金     259,032     322,194     221,870  

７．その他     41,021     55,438     57,879  

流動負債合計     2,789,742 22.8   3,556,830 24.6   3,645,321 25.8 

Ⅱ 固定負債                    

１．退職給付引当金     3,737     5,337     4,234  

２．役員退職慰労引当
金     31,834     34,057     35,625  

３．預り保証金     1,467,696     1,183,257     1,401,912  

固定負債合計     1,503,269 12.3   1,222,653 8.4   1,441,772 10.2 

負債合計     4,293,011 35.1   4,779,483 33.0   5,087,093 36.0 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     2,591,160 21.2   2,591,160 17.9   2,591,160 18.4 

２．資本剰余金     2,833,510 23.2   2,833,510 19.6   2,833,510 20.1 

３．利益剰余金     2,512,954 20.5   4,259,838 29.5   3,607,341 25.5 

 株主資本合計     7,937,624 64.9   9,684,508 67.0   9,032,011 64.0 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１．その他有価証券評
価差額金     △92 △0.0   6 0.0   △47 △0.0 

評価・換算差額等合
計     △92 △0.0   6 0.0   △47 △0.0 

純資産合計     7,937,531 64.9   9,684,514 67.0   9,031,963 64.0 

負債純資産合計     12,230,543 100.0   14,463,997 100.0   14,119,057 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収入     9,690,862 100.0   11,193,752 100.0   20,074,875 100.0 

Ⅱ 営業原価     6,969,547 71.9   7,580,767 67.7   14,089,875 70.2 

営業総利益     2,721,315 28.1   3,612,984 32.3   5,985,000 29.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   1,385,809 14.3   1,543,254 13.8   2,835,011 14.1 

営業利益     1,335,506 13.8   2,069,730 18.5   3,149,988 15.7 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   7,245     15,211     19,246    

２. 雑収入   1,185 8,430 0.1 556 15,768 0.1 3,427 22,674 0.1 

Ⅴ 営業外費用                    

１．持分法による投資
損失   10,479 10,479 0.1 65,833 65,833 0.6 27,964 27,964 0.1 

経常利益     1,333,457 13.8   2,019,665 18.0   3,144,698 15.7 

Ⅵ 特別利益                    

１．賠償金収入   － － － － － － 164,232 164,232 0.8 

Ⅶ 特別損失                    

１．固定資産除却損 ※２ 743     1,314     1,379     

２．減損損失  ※３ － 743 0.0 － 1,314 0.0 1,744 3,124 0.0 

税金等調整前中間
（当期）純利益     1,332,713 13.8   2,018,351 18.0   3,305,806 16.5 

法人税、住民税及
び事業税 

※４ 580,134     895,774     1,528,924    

法人税等調整額   － 580,134 6.0 － 895,774 8.0 △70,083 1,458,840 7.3 

中間(当期)純利益     752,579 7.8   1,122,576 10.0   1,846,965 9.2 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産 
合計 

  資本金 
資本 
剰余金 

利益 
剰余金 

株主資本 
合計 

その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高 
       (千円) 

2,591,160 2,833,510 1,905,015 7,329,685 △260 △260 7,329,424 

中間連結会計期間中の
変動額 

             

剰余金の配当（注）     △144,640 △144,640     △144,640 

中間純利益     752,579 752,579     752,579 

株主資本以外の項目
の中間連結会計期間
中の変動額(純額) 

        167 167 167 

中間連結会計期間中の
変動額合計  (千円) 

－ － 607,939 607,939 167 167 608,107 

平成18年９月30日残高 
       (千円) 

2,591,160 2,833,510 2,512,954 7,937,624 △92 △92 7,937,531 

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産 
合計 

  資本金 
資本 
剰余金 

利益 
剰余金 

株主資本 
合計 

その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高 
       (千円) 

2,591,160 2,833,510 3,607,341 9,032,011 △47 △47 9,031,963 

中間連結会計期間中の
変動額 

             

剰余金の配当     △470,080 △470,080     △470,080 

中間純利益     1,122,576 1,122,576     1,122,576 

株主資本以外の項目
の中間連結会計期間
中の変動額(純額) 

        54 54 54 

中間連結会計期間中の
変動額合計  (千円) 

－ － 652,496 652,496 54 54 652,550 

平成19年９月30日残高 
       (千円) 

2,591,160 2,833,510 4,259,838 9,684,508 6 6 9,684,514 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産 
合計 

  資本金 
資本 
剰余金 

利益 
剰余金 

株主資本 
合計 

その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高 
       (千円) 

2,591,160 2,833,510 1,905,015 7,329,685 △260 △260 7,329,424 

連結会計年度中の変動
額 

             

剰余金の配当（注）     △144,640 △144,640     △144,640 

当期純利益     1,846,965 1,846,965     1,846,965 

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変動額(純額) 

        213 213 213 

連結会計年度中の変動
額合計    (千円) 

－ － 1,702,325 1,702,325 213 213 1,702,539 

平成19年３月31日残高 
       (千円) 

2,591,160 2,833,510 3,607,341 9,032,011 △47 △47 9,031,963 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー        

税金等調整前中間（当期）純
利益   1,332,713 2,018,351 3,305,806 

減価償却費   96,176 129,381 228,563 

減損損失   － － 1,744 

貸倒引当金の増減額（減少：
△）   275 △951 2,027 

賞与引当金の増加額   109,972 100,324 72,810 

退職給付引当金の増減額（減
少：△）   △897 1,102 △400 

役員退職慰労引当金の増減額
（減少：△）   5,232 △1,567 9,022 

受取利息   △7,245 △15,211 △19,246 

持分法による投資損失   10,479 65,833 27,964 

固定資産除却損   743 1,314 1,379 

売上債権の増加額   △396,737 △220,542 △582,932 

前払費用の増加額   △47,071 △53,253 △50,337 

たな卸資産の増減額（増加：
△）   △60,544 △2,335 204,793 

その他流動資産の減少額   173 293 16,605 

仕入債務の増加額   3,770 30,211 47,423 

未払金の増減額（減少：△）   138,186 △9,360 226,608 

未払費用の増加額   17,639 14,622 24,585 

前受金の増加額   165,422 12,237 346,691 

その他流動負債の増減額（減
少：△）   △21,805 21,092 △26,438 

預り保証金の増減額（減少：
△）   4,320 △218,654 △61,463 

その他   8,446 48,879 35,318 

小計   1,359,251 1,921,769 3,810,524 

利息の受取額   65 65 130 

法人税等の支払額   △470,184 △1,126,479 △872,101 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー   889,132 795,354 2,938,553 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー        

有形固定資産の取得による支
出   △1,222,956 △420,797 △1,616,943 

無形固定資産の取得による支
出   △10,202 △17,716 △26,569 

差入保証金の払込による支出   △809,162 △170,767 △1,230,434 

差入保証金の返還による収入   19,369 97,156 21,551 

投資有価証券の取得による支
出   － － △5,000 

長期前払費用の取得による支
出   △320 － △724 

長期貸付による支出    － △98,000 △147,000 

その他   1,342 219 1,342 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー   △2,021,929 △609,905 △3,003,777 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー        

配当金の支払額   △143,374 △467,695 △143,666 

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー   △143,374 △467,695 △143,666 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算
差額   － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △1,276,172 △282,246 △208,890 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   4,365,393 4,156,502 4,365,393 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

※１ 3,089,220 3,874,256 4,156,502 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 ４社 

連結子会社名 

㈱シーケーフーヅ 

ライフメッセージ㈱ 

㈱介護システム研究所 

㈱エムエステート 

(1）連結子会社の数 ４社 

連結子会社名 

㈱シーケーフーヅ 

ライフメッセージ㈱ 

㈱介護システム研究所 

㈱エムエステート 

(1）連結子会社の数 ４社 

連結子会社名 

㈱シーケーフーヅ 

ライフメッセージ㈱ 

㈱介護システム研究所 

㈱エムエステート 

  

   なお、コンフォートピア㈱に

ついては、当中間連結会計期間

において当社に吸収合併されて

おります。 

   なお、コンフォートピア㈱に

ついては、当連結会計年度にお

いて当社が吸収合併しておりま

す。 

  (2）非連結子会社 

 該当する会社はありません。 

(2）非連結子会社 

同左 

(2）非連結子会社 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の関連会社の数 

１社 

会社名 

積和サポートシステム㈱ 

(1）持分法適用の関連会社の数 

２社 

会社名 

積和サポートシステム㈱ 

㈱セットアップ 

(1）持分法適用の関連会社の数 

２社 

会社名 

積和サポートシステム㈱ 

㈱セットアップ 

       なお、㈱セットアップについ

ては、当連結会計年度において

新たに株式を取得したことによ

り、関連会社に該当することと

なったため、持分法適用の関連

会社に含めることとしたもので

あります。 

  (2）持分法適用会社については、

中間決算日が中間連結決算日と

異なるため、当該会社の中間会

計期間に係る中間財務諸表を使

用しております。 

(2）積和サポートシステム㈱につ

いては、中間決算日が中間連結

決算日と異なるため、当該会社

の中間会計期間に係る中間財務

諸表を使用しております。   

(2）    

─────  

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日は、中

間連結決算日と一致しておりま

す。 

同左  連結子会社の決算日は、連結決

算日と一致しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用し

ております。 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

    同左 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用してお

ります。 

  ② たな卸資産 

販売用不動産 

 個別法による原価法を採

用しております。 

② たな卸資産 

───── 

② たな卸資産 

───── 

  貯蔵品 

 最終仕入原価法を採用し

ております。 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法 

 ただし、建物（附属設備を

除く）は定額法を採用してお

ります。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物 

10～47年 

車両運搬具 

２～６年 

器具備品 

３～10年 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法 

 ただし、建物（附属設備を

除く）は定額法を採用してお

ります。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物 

10～47年 

車両運搬具 

２～６年 

器具備品 

３～10年 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法 

 ただし、建物（附属設備を

除く）は定額法を採用してお

ります。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物 

10～47年 

車両運搬具 

２～６年 

器具備品 

３～10年 

    （会計方針の変更） 

 当社及び連結子会社は、法

人税法の改正に伴い、当中間

連結会計期間より、平成19年

４月１日以降に取得した有形

固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。 

 これにより、営業利益、経

常利益及び税金等調整前中間

純利益がそれぞれ1,402千円

減少しております。 

 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    （追加情報） 

 当社及び連結子会社は、法

人税法の改正に伴い、当中間

連結会計期間より、平成19年

３月31日以前に取得した固定

資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の

５％に到達した連結会計年度

の翌連結会計年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含め

て計上しております。 

 これにより、営業利益、経

常利益及び税金等調整前中間

純利益がそれぞれ200千円減

少しております。 

 

  ② 無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。 

 なお、自社利用ソフトウェ

アについては社内における利

用可能期間(５年)に基づいて

おります。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

  ③ 長期前払費用 

 定額法を採用しておりま

す。 

③ 長期前払費用 

同左 

③ 長期前払費用 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給

に充てるため、支給見込額の

うち当中間連結会計期間に負

担すべき額を計上しておりま

す。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給

に充てるため、支給見込額の

うち当連結会計年度に負担す

べき額を計上しております。 

  ③ 退職給付引当金 

 当社及び連結子会社２社

は、従業員の退職給付に備え

るため、当中間連結会計期間

末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計

上しております。年金資産が

退職給付債務を上回る部分に

ついては、前払年金費用とし

て固定資産に計上しておりま

す。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 当社及び連結子会社２社

は、従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上し

ております。年金資産が退職

給付債務を上回る部分につい

ては、前払年金費用として固

定資産に計上しております。 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ④ 役員退職慰労引当金 

 当社及び連結子会社２社

は、役員の退職慰労金の支出

に備えるため、役員退職慰労

金規程に基づく中間連結会計

期間末要支給額を計上してお

ります。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

 当社及び連結子会社２社

は、役員及び執行役員の退職

慰労金の支出に備えるため、

役員退職慰労金規程及び執行

役員退職慰労金規程に基づく

連結会計年度末要支給額を計

上しております。 

  (4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (5）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しておりま

す。 

 但し、資産に係る控除対象

外消費税等は、当中間連結会

計期間の費用としておりま

す。 

(5）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

(5）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しておりま

す。 

 但し、資産に係る控除対象

外消費税等は、当連結会計年

度の費用としております。 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 手許現金及び随時引き出し可能

な預金からなっております。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は7,937,531千円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は9,031,963千円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対

照表の純資産の部については、連結財務諸表

規則の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

359,395千円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

560,422千円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

463,582千円であります。 

※２ 関連会社に対するものは次のとおりで

あります。 

※２ 関連会社に対するものは次のとおりで

あります。 

※２ 関連会社に対するものは次のとおりで

あります。 

投資有価証券（株式） 27,516千円 投資有価証券（株式）      5,421千円 投資有価証券（株式）     13,611千円

※３ 宅地建物取引業法に基づく営業保証金

として以下のものを法務局に供託してお

ります。 

※３ 宅地建物取引業法に基づく営業保証金

として以下のものを法務局に供託してお

ります。 

※３ 宅地建物取引業法に基づく営業保証金

として以下のものを法務局に供託してお

ります。 

投資有価証券 9,835千円 投資有価証券      9,944千円 投資有価証券      9,885千円

※４ 差入保証金には、建設協力金

1,149,660千円が含まれております。 

※４ 差入保証金には、建設協力金

1,409,829千円が含まれております。 

※４ 差入保証金には、建設協力金

1,419,169千円が含まれております。 

 ５ 偶発債務 

 債務保証 

 下記の会社の不動産賃貸借契約に対

し、以下の未経過賃借料について債務保

証を行っております。 

 ５ 偶発債務 

 債務保証 

 不動産賃貸契約の未経過賃借料の保証 

㈱ケアプラス      652,080千円

 ５ 偶発債務 

 債務保証 

 不動産賃貸契約の未経過賃借料の保証 

㈱ケアプラス      670,800千円

㈱ケアプラス 689,520千円

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

給与手当 521,587千円

賞与引当金繰入額 121,167千円

退職給付費用 13,097千円

役員退職慰労引当金

繰入額 
5,232千円

広告宣伝費 72,561千円

求人広告費 83,555千円

給与手当      637,683千円

賞与引当金繰入額      155,901千円

退職給付費用       20,990千円

役員退職慰労引当金

繰入額 
     4,950千円

広告宣伝費       35,559千円

求人広告費      101,614千円

貸倒引当金繰入額      393千円

給与手当    1,088,733千円

賞与引当金繰入額      107,449千円

退職給付費用 25,658千円

役員退職慰労引当金

繰入額 
9,022千円

広告宣伝費   111,128千円

求人広告費   189,438千円

 前中間連結会計期間まで販売費及び一

般管理費の「広告宣伝費」は施設従業員

等の募集に係る広告費と施設等の広告費

をあわせて表示しておりましたが、販売

費及び一般管理費の総額に占める施設等

の宣伝に係る広告費の重要性が高まった

ため、施設従業員等の募集に係る広告費

を「求人広告費」として、施設等の宣伝

に係る広告費を「広告宣伝費」として区

分掲記しました。 

   

※２ 固定資産除却損の内訳 ※２ 固定資産除却損の内訳 ※２ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 439千円

車両運搬具 250千円

器具備品 53千円

合計 743千円

建物及び構築物    1,013千円

器具備品   300千円

合計    1,314千円

建物及び構築物 439千円

車両運搬具 53千円

器具備品 886千円

合計 1,379千円

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

───── ───── ※３ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グル  

ープは資産グループについて減損損失を

計上いたしました。 

   当社グループは、独立したキャッシ

ュ・フローを生み出す最小単位として施

設を基本単位とした資産のグルーピング

を行っております。該当施設につきまし

ては、営業損益の低下により、当資産グ

ループの帳簿価額を減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に計上いたし

ました。 

 なお、当資産グループの回収可能価額

は、正味売却価額により測定し、備忘価

額により評価しております。 

場所 用途 種類 減損損失 

大阪府 施設  建物   1,744千円

※４ 当中間連結会計期間における税金費用

については、簡便法により計算している

ため、法人税等調整額は「法人税、住民

税及び事業税」に含めて表示しておりま

す。 

※４       同左 ───── 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

 
前連結会計年度末株式数 

（株） 
当中間連結会計期間増加
株式数（株） 

当中間連結会計期間減少
株式数（株） 

当中間連結会計期間末株
式数（株） 

発行済株式        

普通株式 180,800 － － 180,800 

合計 180,800 － － 180,800 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
１株当たり配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 144,640 800 平成18年３月31日 平成18年６月28日 

 
前連結会計年度末株式数 

（株） 
当中間連結会計期間増加
株式数（株） 

当中間連結会計期間減少
株式数（株） 

当中間連結会計期間末株
式数（株） 

発行済株式        

普通株式 180,800 － － 180,800 

合計 180,800 － － 180,800 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 470,080 2,600 平成19年３月31日 平成19年６月28日 

 
前連結会計年度末株式数 

（株） 
当連結会計年度増加株式
数（株） 

当連結会計年度減少株式
数（株） 

当連結会計年度末株式数 
（株） 

発行済株式        

普通株式 180,800 － － 180,800 

合計 180,800 － － 180,800 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
１株当たり配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 144,640 800 平成18年３月31日 平成18年６月28日 



(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資  
１株当たり配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 470,080 利益剰余金 2,600 平成19年３月31日 平成19年６月28日 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成18年９月30日）

現金及び預金勘定 3,089,220千円

現金及び現金同等物 3,089,220千円

（平成19年９月30日）

現金及び預金勘定    3,874,256千円

現金及び現金同等物    3,874,256千円

（平成19年３月31日）

現金及び預金勘定  4,156,502千円

現金及び現金同等物 4,156,502千円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

車両運搬具 6,641 3,356 3,285 

器具備品 95,287 66,683 28,603 

ソフトウェア 9,722 3,948 5,773 

合計 111,651 73,988 37,663 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

車両運搬具 5,051 2,826 2,224

器具備品 54,526 40,022 14,504

ソフトウェア 9,722 5,892 3,829

合計 69,300 48,741 20,558

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

車両運搬具 6,021 3,296 2,725

器具備品 94,219 74,515 19,703

ソフトウェア 9,722 4,920 4,801

合計 109,963 82,732 27,230

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 19,068千円

１年超 21,201千円

合計 40,269千円

１年内       11,226千円

１年超       10,789千円

合計       22,015千円

１年内 14,287千円

１年超  14,902千円

合計       29,189千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 14,775千円

減価償却費相当額 12,542千円

支払利息相当額 1,136千円

支払リース料       8,518千円

減価償却費相当額       7,547千円

支払利息相当額    550千円

支払リース料      26,738千円

減価償却費相当額      22,977千円

支払利息相当額     1,963千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 3,477,964千円

１年超 59,103,320千円

合計 62,581,284千円

１年内 3,690,196千円

１年超   59,664,782千円

合計   63,354,978千円

１年内    3,570,268千円

１年超   59,233,592千円

合計   62,803,860千円



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１日

至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

当社グループはデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（千円） 

差額（千円） 

(1）債券 

①国債 9,928 9,835 △92 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（千円） 

差額（千円） 

(1）債券 

①国債 9,937 9,944 6 

  取得原価（千円） 
連結貸借対照表 
計上額（千円） 

差額（千円） 

(1）債券 

①国債 9,933 9,885 △47 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日

至平成19年３月31日）において、当社グループは介護サービス事業以外に事業の種類がないため該当事項はあり

ません。 

 当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日）より、アミーユ事業（居宅介護部門  特定

施設入居者生活介護（介護付有料老人ホーム）、認知症対応型共同生活介護（グループホーム））及びＣアミー

ユ事業（高齢者専用賃貸住宅及び住宅型有料老人ホーム）の二事業区分に区分しております。 

 アミーユ事業の営業収入及び営業利益の金額は、全セグメントの営業収入の合計及び営業利益の金額の合計額

に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。  

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１

日 至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）において、本邦以

外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１

日 至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）において、海外売

上高がないため該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２．１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 43,902円27銭

１株当たり中間純利

益 
4,162円49銭

１株当たり純資産額   53,564円79銭

１株当たり中間純利

益 
  6,208円94銭

１株当たり純資産額   49,955円55銭

１株当たり当期純利

益 
  10,215円51銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

       同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

 
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額（千円） 7,937,531 9,684,514 9,031,963 

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円） 
－ － － 

普通株式に係る中間期末（期末）の純

資産額（千円） 
7,937,531 9,684,514 9,031,963 

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た中間期末（期末）の普通株式の数

（株） 

180,800 180,800 180,800 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 752,579 1,122,576 1,846,965 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
752,579 1,122,576 1,846,965 

普通株式の期中平均株式数（株） 180,800 180,800 180,800 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

平成16年６月29日 

定時株主総会決議に基

づく新株予約権（潜在

株式の数420株） 

平成16年６月29日 

定時株主総会決議に基

づく新株予約権（潜在

株式の数356株） 

平成16年６月29日 

定時株主総会決議に基

づく新株予約権（潜在

株式の数376株） 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   2,723,662     3,284,443     3,677,107    

２．営業未収金   2,594,550     2,987,456     2,781,786    

３．前払費用   336,231     395,033     342,134    

４．その他 ※２ 187,345     205,150     596,527    

貸倒引当金   △166     △782     △707    

流動資産合計     5,841,623 49.3   6,871,301 49.1   7,396,847 53.9 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1）建物   1,152,776     1,072,756     1,108,418    

(2）車両運搬具   59,806     60,800     53,378    

(3）器具備品   236,153     227,313     236,717    

(4）土地   344,210     825,404     825,404    

(5）建設仮勘定   605,708     582,835     226,708    

(6）その他   14,232     12,167     13,125    

有形固定資産合計   2,412,886   20.3 2,781,276   19.9 2,463,752   18.0 

２．無形固定資産   541,648   4.6 520,500   3.7 543,187   4.0 

３．投資その他の資産                    

(1）差入保証金 ※３ 2,273,212     2,671,938     2,631,100    

(2）その他   783,687     1,155,050     684,900    

貸倒引当金   △952     △862     △2,015    

投資その他の資産
合計   3,055,947   25.8 3,826,126   27.3 3,313,985   24.1 

固定資産合計     6,010,482 50.7   7,127,903 50.9   6,320,924 46.1 

資産合計     11,852,105 100.0   13,999,204 100.0   13,717,772 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．営業未払金   223,736     288,051     273,053    

２．未払金   840,805     917,116     927,815    

３．未払費用   80,362     101,664     86,912    

４．未払法人税等   531,399     832,737     1,064,714    

５．前受金   714,594     908,248     895,913    

６．賞与引当金   246,656     308,179     211,398    

７．その他 ※２ 34,109     65,456     58,966    

流動負債合計     2,671,663 22.5   3,421,455 24.4   3,518,774 25.6 

Ⅱ 固定負債                    

１．役員退職慰労引当
金   21,749     20,414     24,434    

２．預り保証金   1,467,696     1,183,257     1,401,912    

固定負債合計     1,489,445 12.6   1,203,671 8.6   1,426,346 10.4 

負債合計     4,161,109 35.1   4,625,127 33.0   4,945,121 36.0 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     2,591,160 21.9   2,591,160 18.5   2,591,160 18.9 

２．資本剰余金                    

(1）資本準備金   2,833,510     2,833,510     2,833,510    

資本剰余金合計     2,833,510 23.9   2,833,510 20.3   2,833,510 20.7 

３．利益剰余金                     

(1）その他利益剰余
金                    

繰越利益剰余金   2,266,326     3,949,406     3,347,981    

利益剰余金合計     2,266,326 19.1   3,949,406 28.2   3,347,981 24.4 

株主資本合計     7,690,996 64.9   9,374,076 67.0   8,772,651 64.0 

純資産合計     7,690,996 64.9   9,374,076 67.0   8,772,651 64.0 

負債純資産合計     11,852,105 100.0   13,999,204 100.0   13,717,772 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収入     9,059,932 100.0   10,818,392 100.0   19,152,102 100.0 

Ⅱ 営業原価     6,645,850 73.4   7,542,902 69.7   13,711,627 71.6 

営業総利益     2,414,081 26.6   3,275,489 30.3   5,440,474 28.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     1,270,796 14.0   1,417,814 13.1   2,583,968 13.5 

営業利益     1,143,285 12.6   1,857,675 17.2   2,856,506 14.9 

Ⅳ 営業外収益 ※１   13,012 0.2   19,146 0.1   30,686 0.2 

経常利益     1,156,297 12.8   1,876,822 17.3   2,887,192 15.1 

Ⅴ 特別利益 ※２   － －   － －   164,232 0.9 

Ⅵ 特別損失 ※３   27,174 0.3   1,314 0.0   29,555 0.2 

税引前中間(当期)
純利益     1,129,122 12.5   1,875,507 17.3   3,021,868 15.8 

法人税、住民税及
び事業税 

※５ 508,796     804,002     1,388,559    

法人税等調整額   － 508,796 5.7 － 804,002 7.4 △68,671 1,319,887 6.9 

中間(当期)純利益     620,326 6.8   1,071,505 9.9   1,701,981 8.9 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

純資産 
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
資本剰余金 

合計 

その他 
利益剰余金 

利益剰余金 
合計 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高 
       （千円） 

2,591,160 2,833,510 2,833,510 1,790,640 1,790,640 7,215,310 

中間会計期間中の変動額            

剰余金の配当（注）       △144,640 △144,640 △144,640 

中間純利益       620,326 620,326 620,326 

中間会計期間中の変動額
合計     （千円） 

－ － － 475,686 475,686 475,686 

平成18年９月30日残高 
       （千円） 

2,591,160 2,833,510 2,833,510 2,266,326 2,266,326 7,690,996 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

純資産 
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
資本剰余金 

合計 

その他 
利益剰余金 

利益剰余金 
合計 

繰越利益 
剰余金 

平成19年３月31日残高 
       （千円） 

2,591,160 2,833,510 2,833,510 3,347,981 3,347,981 8,772,651 

中間会計期間中の変動額            

剰余金の配当       △470,080 △470,080 △470,080 

中間純利益       1,071,505 1,071,505 1,071,505 

中間会計期間中の変動額
合計     （千円） 

－ － － 601,425 601,425 601,425 

平成19年９月30日残高 
       （千円） 

2,591,160 2,833,510 2,833,510 3,949,406 3,949,406 9,374,076 

 

株主資本 

純資産 
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
資本剰余金 

合計 

その他 
利益剰余金 

利益剰余金 
合計 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高 
       （千円） 

2,591,160 2,833,510 2,833,510 1,790,640 1,790,640 7,215,310 

事業年度中の変動額            

剰余金の配当（注）       △144,640 △144,640 △144,640 

当期純利益       1,701,981 1,701,981 1,701,981 

事業年度中の変動額合計 
       （千円） 

－ － － 1,557,341 1,557,341 1,557,341 

平成19年３月31日残高 
       （千円） 

2,591,160 2,833,510 2,833,510 3,347,981 3,347,981 8,772,651 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を

採用しております。 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 ただし、建物（附属設備を除

く）は定額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 建物      10～47年 

 車両運搬具   ２～６年 

 器具備品    ３～10年 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 ただし、建物（附属設備を除

く）は定額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 建物      10～47年 

 車両運搬具   ２～６年 

 器具備品    ３～10年 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 ただし、建物（附属設備を除

く）は定額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 建物      10～47年 

 車両運搬具   ２～６年 

 器具備品    ３～10年 

    （会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当

中間会計期間より、平成19年

４月１日以降に取得した有形

固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。 

 これにより、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益

がそれぞれ1,402千円減少し

ております。 

 

    （追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、平

成19年３月31日以前に取得し

た固定資産については、改正

前の法人税法に基づく減価償

却の方法の適用により取得価

額の５％に到達した事業年度

の翌事業年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との

差額を５年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含めて計

上しております。 

 これにより、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益

がそれぞれ200千円減少して

おります。 

 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用ソフトウェア

については社内における利用可

能期間(５年)に基づいておりま

す。 

(2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、主な資産の耐用年数は

以下のとおりであります。 

 自社利用ソフトウェア ５年

（社内における利用可能期間）

 のれん      10年 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に

充てるため、支給見込額のうち

当中間会計期間に負担すべき金

額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に

充てるため、支給見込額のうち

当期に負担すべき金額を計上し

ております。 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。年金資産が退職給付債務を

上回る部分については、前払年

金費用として固定資産に計上し

ております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。年

金資産が退職給付債務を上回る

部分については、前払年金費用

として固定資産に計上しており

ます。 

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく中間期末要支給額を計

上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員及び執行役員の退職慰労

金の支出に備えるため、役員退

職慰労金規程及び執行役員退職

慰労金規程に基づく期末要支給

額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 但し、資産に係る消費税等の

うち控除対象外となることが見

込まれる金額については、当中

間会計期間の費用として処理し

ております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しておりま

す。 

 但し、資産に係る控除対象外

消費税等は、発生年度の期間費

用としております。 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は7,690,996千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

8,772,651千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純

資産の部については、財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。 

（企業結合に係る会計基準等） 

 当中間会計期間より、「企業結合に係る会

計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31

日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業会計基準

委員会 平成17年12月27日 企業会計基準適用

指針第10号）を適用しております。 

───── （企業結合に係る会計基準等） 

 当事業年度より、「企業結合に係る会計基

準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）

及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計

基準に関する適用指針」（企業会計基準委員

会 平成17年12月27日 企業会計基準適用指針

第10号）を適用しております。 



表示方法の変更 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

 「建設仮勘定」は、前中間会計期間末は有形固定資産の「その他」

に含めて表示しておりましたが、資産合計の100分の５を超えたた

め、区分掲記いたしました。 

 なお、前中間会計期間末における「建設仮勘定」の金額は41,707千

円であります。 

───── 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

356,588千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

       540,229千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

   457,923千円 

※２ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ流動資産の「その他」に含めて

表示しております。 

※２ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ流動負債の「その他」に含めて

表示しております。 

───── 

※３ 差入保証金には、建設協力金

1,149,660千円が含まれております。 

※３ 差入保証金には、建設協力金

1,409,829千円が含まれております。 

※３ 差入保証金には、建設協力金

1,419,169千円が含まれております。 

 ４ 偶発債務 

 債務保証 

 下記の会社の不動産賃貸借契約に対

し、以下の未経過賃借料について債務保

証を行っております。 

 ４ 偶発債務 

 債務保証 

 不動産賃貸契約の未経過賃借料の保証 

㈱ケアプラス      652,080千円

㈱エムエステート     224,026千円

 ４ 偶発債務 

 債務保証 

 不動産賃貸契約の未経過賃借料の保証 

㈱ケアプラス      670,800千円

㈱エムエステート      226,270千円

㈱ケアプラス 689,520千円

㈱エムエステート 228,514千円

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 12,608千円 受取利息       18,973千円 受取利息      28,191千円

───── ───── ※２ 特別利益のうち主要なもの 

            賠償金収入      164,232千円

※３ 特別損失のうち主要なもの ※３ 特別損失のうち主要なもの ※３ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 743千円

抱合せ株式消滅差損 26,431千円

固定資産除却損    1,314千円 固定資産除却損    1,379千円

減損損失    1,744千円

抱合せ株式消滅差損 26,431千円

 ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 71,148千円

無形固定資産 23,479千円

有形固定資産       89,914千円

無形固定資産       25,739千円

有形固定資産     175,204千円

無形固定資産       48,034千円

※５ 当中間会計期間における税金費用につ

いては、簡便法による税効果会計を適用

しているため、法人税等調整額は「法人

税、住民税及び事業税」に含めて表示し

ております。 

※５       同左 ───── 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成

19年９月30日）及び前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）において子会社株式及び関連会社株

式で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

車両運搬具 1,563 1,485 78 

器具備品 70,743 54,957 15,785 

合計 72,307 56,443 15,864 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

器具備品 32,220 26,878 5,342

合計 32,220 26,878 5,342

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

器具備品 69,675 60,442 9,232

合計 69,675 60,442 9,232

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 11,599千円

１年超 5,859千円

合計 17,459千円

１年内       3,974千円

１年超      1,878千円

合計       5,853千円

１年内     6,830千円

１年超      3,328千円

合計       10,159千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 10,387千円

減価償却費相当額 8,604千円

支払利息相当額 604千円

支払リース料       4,499千円

減価償却費相当額      3,889千円

支払利息相当額    194千円

支払リース料       18,103千円

減価償却費相当額       15,224千円

支払利息相当額      978千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 3,473,476千円

１年超 58,879,294千円

合計 62,352,770千円

１年内    3,685,708千円

１年超   59,445,244千円

合計   63,130,952千円

１年内    3,565,780千円

１年超   59,011,810千円

合計   62,577,590千円



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２．１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 42,538円69銭

１株当たり中間純利

益 
3,431円00銭

１株当たり純資産額 51,847円77銭

１株当たり中間純利

益 
   5,926円46銭

１株当たり純資産額   48,521円30銭

１株当たり当期純利

益 
  9,413円61銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

 
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 
前事業年度 

(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額（千円） 7,690,996 9,374,076 8,772,651 

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円） 
－ － － 

普通株式に係る中間期末（期末）の純

資産額（千円） 
7,690,996 9,374,076 8,772,651 

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た中間期末（期末）の普通株式の数

（株） 

180,800 180,800 180,800 

 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 620,326 1,071,505 1,701,981 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
620,326 1,071,505 1,701,981 

普通株式の期中平均株式数（株） 180,800 180,800 180,800 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

平成16年６月29日 

定時株主総会決議に基

づく新株予約権（潜在

株式の数420株） 

平成16年６月29日 

定時株主総会決議に基

づく新株予約権（潜在

株式の数356株） 

平成16年６月29日 

定時株主総会決議に基

づく新株予約権（潜在

株式の数376株） 



（企業結合等関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 当社は、平成18年４月１日（合併期日）に、100％子会社１社を下記のとおり吸収合併しました。 

     １．結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取

引の概要 

    (1）結合当事企業の名称及び事業の内容 

①結合企業 

名称 株式会社メッセージ（当社） 

事業の内容 有料老人ホームの運営 

②被結合企業 

名称 コンフォートピア株式会社 

事業の内容 有料老人ホームの運営 

(2）企業結合の法的形式及び結合後企業の名称 

 当社を存続会社、コンフォートピア株式会社を消滅会社とする吸収合併であり、結合後企業の名称は株式

会社メッセージとなっています。 

(3）取引の目的を含む取引の概要 

 当社と事業内容が重複する子会社を当社に吸収合併することにより、事業の効率化を図ることを目的とす

るものであります。なお、合併による新株式の発行及び資本金の増加はありません。 

２．実施した会計処理の概要 

 コンフォートピア株式会社の合併期日の前日に付された適正な帳簿価額により引継いだ資産（連結調整勘定

を含む）及び負債と、当社の持つ子会社株式の帳簿価額との差額を損益計算書の特別損失に「抱合せ株式消滅

差損」として26,431千円計上しております。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当社は、平成18年４月１日（合併期日）に、100％子会社１社を下記のとおり吸収合併しました。 

１．結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引

の概要 

(1）結合当事企業の名称及び事業の内容 

①結合企業 

名称 株式会社メッセージ（当社） 

事業の内容 有料老人ホームの運営 

②被結合企業 

名称 コンフォートピア株式会社 

事業の内容 有料老人ホームの運営 

(2）企業結合の法的形式及び結合後企業の名称 

 当社を存続会社、コンフォートピア株式会社を消滅会社とする吸収合併であり、結合後企業の名称は株式

会社メッセージとなっています。 

(3）取引の目的を含む取引の概要 

 当社と事業内容が重複する子会社を当社に吸収合併することにより、事業の効率化を図ることを目的とす

るものであります。なお、合併による新株式の発行及び資本金の増加はありません。 

２．実施した会計処理の概要 

 コンフォートピア株式会社の合併期日の前日に付された適正な帳簿価額により引継いだ資産（連結調整勘定

を含む）及び負債と、当社の持つ子会社株式の帳簿価額との差額を損益計算書の特別損失に「抱合せ株式消滅

差損」として26,431千円計上しております。 



（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 平成19年６月28日中国財務局長に提出。 

 事業年度（第10期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

  平成19年９月14日中国財務局長に提出。 

 事業年度（第10期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ 

 ります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

      平成18年12月8日 

株式会社メッセージ       

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 梶浦 和人  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 川合 弘泰  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社メッセージの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主

資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社メッセージ及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

      平成19年12月13日 

株式会社メッセージ       

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 辻内 章   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 川合 弘泰  印 

          

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社メッセージの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社メッセージ及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

      平成18年12月8日 

株式会社メッセージ       

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 梶浦 和人  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 川合 弘泰  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社メッセージの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第10期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社メッセージの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

      平成19年12月13日 

株式会社メッセージ       

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 辻内 章   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 川合 弘泰  印 

          

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社メッセージの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第11期事業年度の中間会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等

変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社メッセージの平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 
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